
実質赤字比率 （％） -

連結実質赤字比率（％） -
平成19年度

決算額（単位:千円、%）
平成20年度

決算額（単位:千円、%）
平成21年度

決算額（単位:千円、%）

実質公債費比率 （％） 15.7 元利償還金の額（繰上償還額等を除く）(1) 710,393 686,784 577,416

将来負担比率 （％） 97.6 積立不足額を考慮して算定した額(2) 0 0 0

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(3) 0 0 0

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(4) 152,939 152,721 134,459
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(5) 148,226 141,521 127,093

231,112 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(6) 0 12,360 12,360
3,218,380 一時借入金の利子(7) 241 66 54
- 特定財源の額(8) 2,495 11,651 0
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 65,275 60,596 56,957
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係るもの）(10) 57,922 61,625 57,057

資金不足比率 災害復旧費等に係る基準財政需要額(11) 283,779 299,313 284,940
決算額 災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るもの）(12) 65,000 63,670 59,337

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(13) 0 0 0

（単位:千円、％）
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(14) 42,441 42,030 41,966

231,112 小計 （（（１）～（７））－（（８）～（１４））） （A) 494,887 454,567 351,125
標準税収入額等(15) 1,024,997 1,012,736 983,180
普通交付税額(16) 2,083,866 2,172,658 2,011,076
臨時財政対策債発行可能額(17) 154,172 144,406 224,124
小計 （（（１５）～（１７））－（（９）～（１４））） （B) 2,748,618 2,802,566 2,718,123

18.00 16.22 12.92

208,071 － 将来負担額（単位:千円、％）

(N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 4,322,404 (2)の内訳 将来負担額（単位:千円）

債務負担行為に基づく支出予定額(2) 71,519 国営土地改良事業 71,519
一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3) 1,756,262
組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 1,011,351

14,948 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 1,149,304
設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 0 (3)の内訳 将来負担額（単位:千円）

連結実質赤字額(7) 0 水道事業特別会計 887,360
組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8) 0 下水道特別会計 868,902
(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 1,459,301

2,096 特定の歳入見込額(10) 0
14,505 （(10)のうち都市計画税額） 0
62 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 4,197,203 (6)の内訳 将来負担額（単位:千円）

小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) 2,654,336
標準財政規模(12) 3,218,380
災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 284,940
(13)の準元利償還金に係るもの(14) 59,337
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 56,957
(15)の準元利償還金に係るもの(16) 57,057

470,794 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 0

3,218,380 密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(18) 41,966

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 2,718,123

97.6将来負担比率 （A) ／ （B） × １００
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※将来負担見込がない場合は、比率を「－」としてい
る。

※黒字の場合は、比率を「－」としている。
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決算額（単位:千円、％）
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